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辻　隆久先生ご略歴

Ⅰ経歴

１．学歴

１９５１年８月 佐賀県鳥栖市生まれ

１９７１年３月 福岡県立修猷館高校普通科卒

１９７３年４月 京都大学法学部入学

１９７７年３月 京都大学法学部卒

２．職歴

１９７７年４月 帝人株式会社入社　徳山工場　事務課勤労班　教育・工場新聞担当

１９８２年７月 同社　松山工場　事務部勤労課労務班　教育・登用担当

１９８５年２月 同社　岐阜工場　事務課勤労班　労政担当

１９８７年５月 同社　中央研究所　総務室　勤労班長

１９９１年４月 同社　相模原事業所　事務室　勤労班長 

１９９３年８月 同社　相模原事業所　事務室長

１９９５年７月 同社　勤労部　勤労グループ

１９９６年４月 同社　勤労部　勤労グループ統轄

１９９６年１１月 同社　テキスタイル企画管理部

１９９７年１月 南通帝人有限公司（中国江蘇省）出向　総務部長

２０００年１月 南通帝人有限公司（中国江蘇省）出向　副総経理兼総務部長

２０００年１０月 帝人株式会社　三原事業所　事務室長

２００４年４月 同社　三原事業所　事業所長

２００６年４月 同社　海外事業企画室　副室長兼駐中国総代表

２００８年３月 同社　退社

２００８年４月 近畿大学 産業・法律情報研究所准教授

２０１１年４月 　 同 経営学部キャリア・マネジメント学科教授

２０１８年３月 　 同 定年退職

２０１８年４月 　 同 キャリアセンター　キャリアアドバイザー，岡本株式会社人事総務部　顧問

現在に至る

３．教育歴

１９７７～２００８年　帝人株式会社にて，対人関係スキル研修・問題解決訓練等幅広く講師を担当。

Ⅱ業績

１．著書

『雇用調整のマネジメント』２０１０年８月　株式会社創成社　単著　２９２頁

２．論文

「中国進出日系企業におけるコンプライアンス経営推進の一例」　　　２０１０年８月　国際行動学会
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「インターンシップ教育のあり方を再考する―キャリア・マネジメント学科の事例を基に―」

２０１３年１２月「近畿大学商経学叢」
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４．調査報告等

・「中国の日系企業の施策と中国人従業員の納得性」２０１０年１０月「Insight CHINA」（中国の通信

社である中国新聞社及び中国新聞週刊の日本語版サイト）のコラム「日中交差点」【隣国の眼】

・経営学部インターンシップ年次活動報告書

『インターンシップ白書第３�４合併号』 ２０１１年３月　近畿大学経営学部１４１頁

『インターンシップ白書第５号』 ２０１２年６月　近畿大学経営学部１１７頁

『インターンシップ白書第６号』 ２０１３年６月　近畿大学経営学部 ９６頁

『インターンシップ白書第７�８合併号』 ２０１５年９月　近畿大学経営学部１２４頁

『インターンシップ白書第９号』 ２０１６年９月　近畿大学経営学部１０２頁

『インターンシップ白書第１０号』 ２０１７年３月　近畿大学経営学部１１０頁

５．その他の社会的貢献

広島県三原市行財政改革諮問委員会委員  ２００２年９月

広島県労働基準協会理事，同協会三原支部長 ２００４年４月

広島県危険物安全管理協会理事，三原市同協会会長 ２００４年４月

日本大使館付属北京日本人学校運営理事  ２００６年４月

中国日本商会理事（第３工業分科会所属）  ２００７年４月

日本インターンシップ学会　高良記念研究助成審査委員 ２０１４年４月

日本インターンシップ学会　関西支部運営委員 ２０１５年４月

日本インターンシップ学会　槇本賞「最も秀逸な事例」として，近畿大学（経営学部）が受賞。

（キャリア・マネジメント学科，キャリアサポート・オフィスの取り組みが評価されたもの） 

    ２０１７年８月
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　近畿大学商経学会規約

第１条（会の名称）

　本会の名称を「近畿大学商経学会」（The Society of Business Studies，Kindai 

University）とする。

第２条（事務局の設置場所）

　　本会の事務局は，これを近畿大学経営学部資料室に置く。

第３条（会の目的）

　本会は，近畿大学における商学，経営学，会計学をはじめとする関連諸分野の研究・

教育を促進し，その成果を広く公にすることを通じて，学界ならびに実社会に寄与貢献

することを目的とする。加えて，構成員の優れた業績を表彰することでその業績を世に

知らしめることを目的とする。

第４条（会の事業）

　前条の目的を達するために，本会は以下の事業を行う。

�　機関誌『商経学叢』の刊行

�　ワーキングペーパーの管理

�　その他，研究・教育成果を公表する書籍等の刊行

�　研究会，ワークショップ，学術講演会，セミナー等，研究・教育成果を公表す

る催事の実施

�　その他，前条の目的を達するための事業

第５条（会員資格）

　　本会の会員は，以下のとおりとする。

�　近畿大学経営学部専任教員（助教，特任教員を含む）

�　近畿大学経済学部専任教員（助教，特任教員を含む）

�　近畿大学大学院商学研究科博士後期課程修了者および満期退学者

�　近畿大学大学院商学研究科博士後期課程在学生

�　近畿大学経営学部，経済学部，および商経学部の名誉教授



　　なお，�については，その身分を終身会員とする。

第６条（会の組織）

　１　本会は，以下の役員をもってこれを運営する。

　　�　会長

　　�　編集委員

２　会長には，近畿大学経営学部長が就任し，本会を代表するとともに，会務を統括す

る。

３　会長は，前条�に該当する者の若干名に対し，編集委員を委嘱する。

４　編集委員に委嘱された者は，経営学部広報・編集委員会編集部会に属し，会の運営

に当たる。

５　編集委員の任期については，各種学部委員の任期に準ずる。ただし，再任・留任を

妨げない。

第７条（会の予算）

　１　本会の予算期間は，４月１日から翌年３月３１日までとする。

　２　本会の活動経費は，経営学部の予算において配分された額をもって，これに充てる。

第８条（著作権について）

　第４条に定められた事業を通じて公にされる著作物（音声，映像記録等を含む）の著

作権については，その著作物が近畿大学商経学会によって採用もしくは実施された時点

で，著作者ないしこれに準ずる者から近畿大学商経学会に譲渡されたものとみなす。

附　則

　本規約は，平成２３年２月１６日より施行する。

　



第１条（本規程の目的）

　本規程は，「近畿大学『商経学叢』に関する規程」（以下，「本規程」と略称する）と

称し，近畿大学商経学会規約（以下，「規約」と略称する）第４条�に定められた事業

を遂行するために必要な事項について定める。

第２条（『商経学叢』刊行の目的）

　『商経学叢』は，規約第３条に定められた商経学会の目的を達すべく，会員の研究・

教育成果を公表するために刊行される。

第３条（『商経学叢』の編集）

　『商経学叢』の編集・刊行作業は，規約第６条第１項�に定められた編集委員が，こ

れを担当する。ただし，必要な場合は，これ以外の者を参加させることができる。その

際，参加できる者は規約第５条�に定める会員に限る。

第４条（『商経学叢』の種別）

　　『商経学叢』は，以下の種別を有する。

　　　�　通常号

　　　�　記念号

　　　　①　退任記念号…………定年退職する教員を対象とする

　　　　②　追悼号………………在職中に物故した教員を対象とする

　　　　③　その他の記念号……周年記念等，しかるべき時期に刊行する

　　なお，記念号の刊行については，別に定める。

第５条（投稿資格）

１　規約第５条に定める会員は，『商経学叢』に投稿する資格を有する。

２　ただし，会員のうち，規約第５条�もしくは�に該当する会員については，本規程

第６条に定める掲載著作物のうち�のみを投稿できるものとし，かつ「『商経学叢』

への大学院生投稿論文の査読手続に係る内規」にもとづき，投稿論文の掲載には審査

を要する。

近畿大学『商経学叢』に関する規程



３　共著による投稿の場合は，共著者のうち少なくとも一名（ただし，第一著者）が会

員であることを要する。ただし，近畿大学経営学部教授会の議を経て受け入れた客員

教員および客員研究員ないしそれに准ずる者については，共著における第一著者とし

ての投稿資格を有するものとする。この場合の掲載順序については，当該投稿者の本

来の勤務先における職位に准じる。

４　必要に応じて，会員以外の者に執筆を依頼することができる。

第６条（掲載著作物の種別）

　　『商経学叢』には，以下の著作物を掲載する。

　　　�　論　文

　　　�　研究ノート

　　　�　資　料

　　　�　書　評

第７条（投稿に関する留意事項）

　　『商経学叢』に投稿する際には，以下の点を踏まえるものとする。

�　投稿者は，所定の表紙に必要事項を記載し，提出原稿に添付しなければならな

い。

�　原稿は，ワープロで作成された完成原稿とし，未刊行のものでなければならな

い。

�　論文に関しては，原稿の本文冒頭に以下の事項を順に記載しなければならな

い。

　　　　①　論　題

　　　　②　筆者氏名

　　　　③　日本語概要（３００字以内）

　　　　④　欧文概要

　　　　⑤　５個以内のキーワード

　　　　⑥　原稿提出日

�　本文中の節番号は１，２，…と表記し，項番号は�，�，…と表記することを

原則とする。

�　図表は，図１，表１と表記し，図表タイトルとともに書くこと。引用した場合



は，出所を図表の下に明記すること。

�　注は脚注で表記し，本文中のしかるべき場所に通し番号を付すること。

�　参考文献は，本文末に一括してリストを作成すること。その順序については，

学界において広く採用されている方法を用いること。

�　参考文献の表記方法については，以下の方式を原則とする。

著　書【洋文献】…著者名［刊行年］書名〈イタリック〉，出版社もしくは出版

地名。

著　書【和文献】…著者名［刊行年］『書名』出版社名。

論文等【洋文献】…著者名［刊行年］論題，所収誌名〈イタリック〉，巻，号，

掲載ページ。

論文等【和文献】…著者名［刊行年］「論題」『所収誌名』巻，号，掲載ページ。

　　　�　執筆者校正は，二校までとする。

第８条（著作権）

１ 『商経学叢』に掲載が受理された原稿の著作権は，近畿大学商経学会に帰属する。投

稿者が当該原稿を他の出版物に転用する場合には，あらかじめ文書によって近畿大学

商経学会の許可を得なければならない。

２ 『商経学叢』に掲載された原稿については，冊子体以外の媒体で公開されることが

ある。投稿者は，これを承諾したうえで投稿するものとする。



献　　辞 ………………………………………………………………………羽　藤　憲　一

論　　　文

中小企業への事業継続計画（BCP）の普及

　―環境マネジメントシステムとの統合―  …………………………服　部　静　枝

Corporate Response to ESG, Integrated Reporting, and SDGs:

　Corporate Sustainability Strategy, Management Control, 

　and Tension Management  ……………………………………………Shunsuke Yagi

和食および日本食材の輸出について ………………………………………勝　田　英　紀

持続可能な金融に向けた金融機関の持続可能性情報開示の課題 ………川　原　尚　子

ニックリッシュの『経営経済』についての一考察（その⑥）

　　 ……………………………………………………………………………牧　浦　健　二

企業の現金保有行動に関する考察：理論と実証研究のサーベイ

　　 ……………………………………………………………………………中　岡　孝　剛

趣味を起点としたサービスデザイン初学者向けのアイデア創出アプローチ

　―IT 企画人材育成セミナーでのワークショップを事例として―

　　 ………………………………………………………布　施　匡　章・仙　波　真　二

前号目次 〔第６５巻　第４号　（通巻第１８６号）〕  ２０１９年３月２５日発行



《Articles》

The Meaning Change of Internship in the Age of SDGs：

　SDGs Goal ８: Toward the Promotion of Decent Work from 

　the Employment / Recruitment Stage  ………………………………Kazuhiro Nitta

A study on the research of internship in Japan and Overseas  ………Takami Iwai

Prof. Takahisa Tsuji’s Achievements at the Japan Society of Internship 

　and Work Integrated Learning  …………………………………………Yuichi Abiko

Is Chinese liquor the Original of Japanese Sake ?  ……………………Hideki Katsuda

The Motives for Socially Responsible Investment 

　of Individual Investors―A Literature Review

　　　　　　　　　  …………………………………Naoko Kawahara and Noriko Irie

A study on the determinants of boundary-spanning functions of 

　Japanese self-initiated expatriates at overseas subsidiaries of 

　Japanese multinational enterprises:

　Based on a questionnaire survey of Japanese-affiliated companies in China

　　　　　　　　　  …………………………………………………Masayuki Furusawa

The Challenges of Manufacturing Companies toward Creating Innovation

　　　　　　　　　  ………………………………………………………Teruyuki Bunno

On the Study of G. Fischer’s General Theory of Business Economy

　　　　　　　　　  …………………………………………………………Kenji Makiura

Followership and leadership:

　as a clue of Nihon University American football club case

　　　　　　　　　  …………………………………………………Kazuki Matsuyama

Information & Communication Technology and Productivity in Japan:

　Regional Analysis by using prefectural level data  ……………Kazunori Minetaki

Measuring Tail Risk in the Business Earnings:

　A Simple Method using Monte Carlo Simulation  …………Takayoshi Nakaoka

On the Internal Careers of Chinese Workers  …………………………………Chao Li



編 集 後 記

近畿大学経営学部教授・辻　隆久先生は，２０１８年３月をもって定年退職さ

れました。羽藤学部長の献辞にもありますように，先生は２００８年に近畿大学

産業・法律情報研究所にご着任以来，研究と教育，さらに学生のキャリア支

援において積極的な活動を展開され，後進に対して範を示してこられまし

た。本号は，このたびのご退任を機に，先生への感謝の念をもって編集され

ました。

先生は，大手化学メーカーで長年実績を積まれ，特に人事領域でのご経験

が豊富であったと承っています。その実績を高く評価されて，本学にご着任

なさいました。２０１０年にはそのご経験を学問的に深められた単著『雇用調整

のマネジメント』を公にしておられます。２０１１年に経営学部に移籍されて後

は，ビジネス・インターンシップやアドバンスト・インターンシップなど，

学生が社会に羽ばたいていくための基礎的な姿勢や見識をいかにして磨き，

育てるかということに重点を置かれていたと仄聞しています。また，実務で

のさまざまなご経験を学生たちに惜しみなく披歴され，先生を慕う学生も多

かったと伺っています。

先生は，ご退任の後も本学キャリアセンターのキャリアアドバイザーとし

て続けられています。どうか先生におかれましては，ますますご健勝にて，

学生たちが社会に飛び立っていくためのご教導を賜りたく存じます。

最後になりましたが，本号に玉稿をお寄せくださった先生方，刊行に多大

なるお力添えを賜りました羽藤憲一経営学部長はじめとする経営学部の諸先

生方に厚く御礼申し上げます。また，編集作業の遅滞で刊行が大幅に遅れま

したこと，心より深くお詫び申し上げます。

『商経学叢』辻　隆久先生退任記念号編集委員会

團　　　泰　雄　　松　山　一　紀

上小城　伸　幸　　田　中　智　泰

玉　置　　　了　　山　縣　正　幸
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